
■養成所ニュースプラス第 27 号 2025□■ 

 10 月 31 日に配信した養成所ニュースプラス第 26 号において、冒頭で 36 期の皆さんを 35 期と表記する誤りがござい

ました。誠に申し訳ありませんでした。この連休は、施設や地域のイベント、家庭の行事等で忙しかった方も多かったと

思います。お疲れの方もいると思いますが、今年だけは、文字どおり「ひと休み」にとどめて前に進んでいきましょう。 

 Plus Quiz は「社会保障」から、医療保険、雇用保険、児童手当を関連させた「子育て支援」の事例問題です。選ばなか

った選択肢のどこを直せば適切になるのかも、併せて考えてみましょう。 

 

■Plus Quiz・・・・・ 

【32 回問題 54】事例を読んで、子育て支援などに関する次の記述のうち、最も適切なものを１つ選びなさい。 

〔事 例〕 

 会社員のＤさん（32 歳、男性）と自営業を営むＥさん（30 歳、女性）の夫婦は、間もなく第１子の出産予定日を迎えよ

うとしている。Ｄさんは、厚生年金と健康保険の被保険者で、Ｅさんは国民年金と国民健康保険の被保険者である。 

１．Ｅさんは、「産前産後期間」の間も国民年金の保険料を支払わなければならない。 

２．Ｅさんが出産したときは、国民健康保険から出産育児一時金が支払われる。 

３．Ｄさんが育児休業を取得する場合、健康保険から育児休業給付金が支給される。 

４．Ｄさん夫妻の第１子の医療保険給付の一部負担は、義務教育就学前までは３割である。 

５．Ｄさん夫妻の第１子が３歳に満たない期間については、月額２万円の児童手当が給付される。 

（注）「産前産後期間」とは、出産予定日又は出産日が属する月の前月から４か月間を指す。 

 正答と解説は最後に記載してあります。 

 

■Yoseijo Info・・・・・ 

・（36 期生）修了に関する書類は、10 月 31 日（金）にレターパックライトにて発送しています。届きましたら必ず確認

し、もし書類の不足等がありましたらご連絡ください。また、1 週間程度経過しても書類が届かない場合にはご連絡くだ

さい。 

 住所変更後、変更届を提出していない場合はご提出ください。 

・（37 期生）教育訓練給付制度（専門実践教育訓練）の支給希望の方へ 

 支給申請書類一式は、11 月 4 日（火）に普通郵便にて発送しています。届きましたら内容を確認し、11 月中にご自身

でハローワークに申請してください。印字内容が間違っている、ハローワークで受理されない等ありましたら早急にご連

絡ください。 

 申請書類一式は原則として、再発行はできませんので、お取り扱いにはご注意ください。 

 本養成所からの申請書類発行のため、「受給資格者証と公的身分証明書のコピーの提出」及び「レポートの提出」「スク

ーリングへの出席」「授業料の納入」が必須となります。 

・受講の手引の表紙裏（表紙の次のページ）に“レポート作成・提出チェックリスト”があります。 

 レポートの作成・提出の前に必ず確認してください。 

 

■Test Info・・・・・ 

 国家試験に関する情報をお届けします 

・第 38 回国家試験は、令和 8 年 2 月１日（日）です。 

 詳しくはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1607973&c=3246&d=99c7 

・日本ソーシャルワーク教育学校連盟主催の全国統一模擬試験のご案内です。 

 詳しくはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1607974&c=3246&d=99c7 

※申し込み受付期間は終了しています。 

・本養成所では、受験対策講座の一環として「受験対策のポイントを中心とするガイダンス」を web にて公開していま



す。 

 また、新たに保護観察官による「更生保護出張講座」を公開しました。 

 アクセスするための URL やパスワード等のお知らせは、養成所ニュースプラス第６号配信時に PDF データを添付して

おりますので、確認のうえぜひ受講してください。 

 URL はこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1607975&c=3246&d=99c7 

 

■Plus Info・・・・・ 

 その他の情報をお届けします 

・日本知的障害者福祉協会では様々な情報を発信しております。 

 詳しくはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1607976&c=3246&d=99c7 

・本養成所では、皆さんの後輩にあたる第 38 期生の出願を受け付けております。 

 現在、１期募集を受付中です。皆さんの周りで社会福祉士取得を目指している方、関心をお持ちの方がいらっしゃいま

したら、是非とも本養成所をご紹介くださいますようお願いいたします。 

 出願手続き等についてはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1607977&c=3246&d=99c7 

 資料請求についてはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1607978&c=3246&d=99c7 

 

■Back Number・・・・・ 

 過去のバックナンバーはこちら→https://a02.hm-f.jp/cc.php?t=M1607979&c=3246&d=99c7 

 

■Plus Column・・・・・ 

 年末まで休載します。 

 

【Plus Quiz・・・・・正答と解説】 

 「社会保障」は、出題範囲が広く 37 回は問題数も７問から９問に増えました。出題基準の大項目「社会保障制度の体

系」からの出題は、社会保障の制度理解を問う問題で、特に、中項目の「医療保険制度の概要」「年金保険制度の概要」「労

災保険制度と雇用保険制度の概要」は頻出です。苦手な人は、ひとまずこの３項目について保険者と被保険者はだれか、

給付要件とその内容、保険料等の仕組みを理解していきましょう。その知識で過去問や模擬問に繰り返し当たってくださ

い。事例問題も増えています。慣れていきましょう。 

 37 回から出題基準に加わった項目のうち、中項目の「社会保障の機能」「公的保険と民間保険の現状」「社会保障制度の

国際比較」は、数年間、関連問題の出題もなく過去問での準備が難しい項目です。この３項目は小項目で「セーフティネ

ット、所得再分配」等例示がされていますので、受験参考書やテキストでそのキーワードだけでも確認しておきましょう。 

 今回の問題は、Ｅさんは自営業のため、国民年金の第 1 号保険者で、国民健康保険の被保険者であることを押さえてか

ら、それぞれの選択肢にあたっていきます。過去問解説集にもありますが、「妊娠→産前休暇→出産→産後休暇→育児休業」

という過程で、どの制度がどの時期にどのような給付（支援）を行うのかを時系列で理解しておきたいものです。また逆

に、Ｄさんが自営業でＥさんが会社員であったらどうなるのかを考えてみるのもよいと思います。このところ、少子化対

策からの子育て支援は新たな支援策や要件の変更が矢継ぎ早です。解説でも触れていますので、確認してください。 

 

１．×2019(平成 31)年から産前産後期間中は届け出を行うことで国民年金の保険料は免除されることが規定されていま

す。また、「こども未来戦略」の「加速化プラン」により、今年 10 月からは、子どもが１歳になるまで国民年金保険料が

免除されることになりました。これらの免除制度は、保険料を納付したものとして老齢基礎年金の受給額に反映されるた

め（保険料追納の必要なし）、将来の年金額が減ることはありません。 

２．〇Ｅさんは国民健康保険の被保険者のため、国民健康保険から出産育児一時金が支給されます。2023(令和５)年４月

からは原則として、お子さん１人につき 50 万円となりました。 



３．×Ｄさんが育児休業を取得する場合は、Ｄさんの雇用保険から育児休業給付金が支給されます。健康保険からではあ

りません。育児休業給付金の他、2022（令和４）年 10 月から出生時育児休業給付金（産後パパ育休）、2025（令和７）年

４月から出生後休業支援給付金、育児時短就業給付金が新たに追加されました。 

４．×義務教育就学前（６歳になる年の３月末）までの医療保険給付の一部負担は２割負担となります。この自己負担分

は、すべての市区町村が実施する「子ども医療費助成制度」によって、全額または一部が助成（免除）されます。 

５．×児童手当の額が誤りです。３歳未満は月額 15,000 円が支給されます。2024（令和６）年 10 月から児童手当は次の

４点で拡充されました。 

(１)所得制限を撤廃 

(２)支給期間が中学生以下から高校生年代まで（18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日まで）延長 

(３)第３子以降は、年代別の金額から全ての年代で月額 30,000 円に増額 

(４)支払回数を年３回から、２か月分ずつ年６回の支給に変更 

 

 

 

※掲載内容の転載・再配布はご遠慮ください。  

※メール内容に対する個別の対応は行っておりません。 

※問い合わせ等については社会福祉士養成所ホームページより行えます。 
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